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研究の背景 

バブル経済崩壊後、日本の大都市圏の住宅市場では人口の「都心回帰」現象が注目され、

都心部でのマンション供給と高所得の居住者に関心が向けられてきた。さらに、日本では長

く続いた低金利政策の下で大都市圏の住宅価格は上昇している。2013 年以降、日銀による

大規模な金融緩和を背景に、投資利益の上げやすい不動産市場に大量の資金が流入してき

た。建築費の上昇などもあって、首都圏を中心に大都市圏ではマンション価格が上昇してい

る。 

また、欧米の都市でも住宅価格の上昇が若年層の持家取得に支障をきたしている。先行研

究では、若者の経済状況の悪化、福祉国家の縮小によって人生のセキュリティにおける家族

の役割が復活しているとし、居住地移動や住宅取得行動において世帯外の家族が果たす役

割に注目している（Ronald and Lennartz 2018）。 

日本でも、大都市圏出身者の増加に伴って、多くの大都市圏居住者は親の存在を考慮して

居住地を選択しやすい条件が生まれている。戦後日本では、高度成長期に「団塊の世代」を

中心としたコーホート規模の大きい世代で非大都市圏から大都市圏への大規模な移動が発

生した。そして、その世代の多くは出身地から離れた大都市圏に定着し、住宅を取得した。

一方、彼らの子世代は大都市圏で生まれ、さらに 1970年代以降非大都市圏から大都市圏へ

の移動が大きく減少したことで、大都市圏居住者に占める大都市圏出身者の割合が増加し

ている。彼らが生まれ育った大都市圏で居住地を選択する場合、実家との関係性を考慮する

ことが出来る。その際、親との支援関係を生活資源として活用するために親世帯と成人子世

帯の近居が積極的に選択されている可能性に注目する必要がある。先行研究では成人子世

帯は住宅取得のための資金援助を受けた親と近居する傾向があると指摘されている（千年

2021）。 

このような背景を踏まえて、本報告では人口移動調査の個票データを利用して、核家族世

帯の持家への転居行動の規定要因とその地域差を検討する。 

 

データ・方法 

本分析では、第 8回・第 9回人口移動調査（2016年・2023年実施）を用いる。住宅の所

有関係、成人子から見た親との距離、出身地での居住、居住地（都道府県レベル）に関する

回答項目を含む数少ない統計調査である。本分析では、核家族世帯の転居行動を把握するた

め、個人ごとの回答内容を世帯によって結びつけたデータセットを作成する。 

「直近で転居した時期」と現在の「住宅の所有関係」の項目を組み合わせることで、直近

1年間に転居を経験した核家族世帯とその住宅の所有形態を捕捉し、住宅の所有関係が持家

か賃貸・その他かの二値を被説明変数とするロジスティック回帰分析を行う。持家の規定要

因として、個人的属性では、成人子から見た親との距離、出身地での居住、そして共働き世



 

帯の増加や女性の労働参加を背景に影響力が増していると考えられる女性の就業について、

そのジェンダー関係に注目する。 

しかし、これらの個人的属性の影響は地域によって異なるかもしれない。住宅価格や住宅

市場の特性、家族規範などの地域の社会経済的要因と関連があるかもしれない。そこで、個

人・世帯の属性と移動行動との関連が地域の文脈によってどのように異なるのか検討する

ために、個人・世帯―居住地という階層構造を持つデータに対してマルチレベル・モデリン

グの手法を適用する。マルチレベル分析は、ミクロ（個人・世帯）とマクロ（地域）の両方

の要因を考慮し、人口移動研究では個人のライフコースと地域的コンテクストをリンクさ

せる試みと位置付けられる（中川 2023）。 

 

結果 

第 8回調査のみを用いた予備的分析では、夫方・妻方ともに、親との近居を媒介した効果

を含めて、出身地居住は持家への転居を促している。ただし、妻方よりも夫方の方が効果は

大きい。夫婦の双系化の観点から夫婦同じあるいは妻の出身地の影響力が強いとも考えら

れたが、根強い直系家族規範の影響で、夫の出身地で持家を志向したり、夫の実家に近い場

合には夫の親から住宅取得の援助が得られたりするのかもしれない。また、大都市圏では非

大都市圏に比べて夫と妻の出身地が対等に考慮されている可能性が示唆された。 

就業状況については、夫の就業形態の影響は見られなかったが、妻の正規雇用あるいは自

営業での就業が持家への転居を促している。共働き世帯の増加とともに、妻のフルタイム就

業が持家への転居の重要な因子になっていることが分かった。なお、報告では第 9回調査を

含めた分析の結果を提示する。 
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